
ユ
ニ
ク
ロ
の
実
態
告
発

ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
で
日
本
は

「
オ
ー
ル
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
」
化
す
る

◎
山
下
議
員
「
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
」
根
絶
の
提
案

◎
安
倍
首
相
「
研
究
し
た
い
」

共
産
党 

労
働
規
制
緩
和
中
止
求
め
る

消
費
税
増
税
で
さ
ら
に
企
業
の

倒
産
・
生
活
苦
が

み
ん
な
の
党
・
維
新
の
会

　
山
下
氏
は
、
ブ
ラ
ッ
ク
企

業
が
有
名
企
業
に
ま
で
広
が

っ
て
い
る
と
強
調
。
新
卒
の

若
者
を
大
量
採
用
、
長
時

間
・
過
密
労
働
、
パ
ワ
ハ
ラ

な
ど
で
駆
り
立
て
、
精
神
的

　
安
倍
首
相
は
、
「
成
長
戦

略
」
と
し
て
、
「
企
業
が
世
界

一
活
動
し
や
す
い
国
」
を
つ
く

る
と
宣
言
。
そ
の
中
身
が
具
体

的
に
な
っ
て
き
た
。

　
そ
の
第
一
は
、
地
域
や
業
種

な
ど
を
限
定
し
た
「
限
定
正
社

員
」
の
導
入
だ
。
所
属
し
て
い

る
工
場
・
店
舗
が
閉
鎖
さ
れ
た

ら
一
緒
に
ま
と
め
て
解
雇
で
き

る
と
い
う
仕
組
み
を
つ
く
る
と

　
今
、
働
く
人
の
所
得
が
減
り

続
け
、
中
小
企
業
は
消
費
税
を

販
売
価
格
に
転
嫁
で
き
ず
身
銭

を
切
っ
て
払
っ
て
い
る
。
そ
こ

に
、
消
費
税
の
５
％
ア
ッ
プ
で

13
・
５
兆
円
も
の
大
増
税
を
か

　
国
会
史
上
は
じ
め
て
の
こ
と
だ
。「
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
」問
題
が
具
体
的
企
業
名
を
あ
げ
て
と
り
あ
げ
ら
れ
た
。

５
月
１
４
日
の
参
議
院
予
算
委
員
会
で
日
本
共
産
党
の
山
下
芳
生
（
よ
し
き
）
議
員
は
、「
ブ
ラ
ッ
ク
企
業
」

の
実
態
を
示
し
、
政
府
に
本
腰
を
入
れ
た
対
策
を
求
め
た
。

山
下
議
員
が
告
発
し
た
、

ユ
ニ
ク
ロ
労
働
者
の
労
働
実
態

入
社
後
３
年
以
内
に
50
％
が
離
職

休
職
者
の
42
％
が
う
つ
病
な
ど
の
精
神
疾
患

20
歳
代
の
社
員
が
半
年
で
店
長
と
な
っ
て
目

標
達
成
か
ら
ア
ル
バ
イ
ト
管
理
ま
で
過
酷
な

労
働
を
強
い
ら
れ
、
３
ヶ
月
で
う
つ
病
に
。

国会でブラック企業追及日本
共産党が

なくせと

・・・

（
写
真
）
パ
ネ
ル
を
示
し
て
質
問
す
る
山
下
芳
生
議
員
＝
５
月
14
日
、
参

院
予
算
委

み
ん
な
の
党

昨
年
の
総
選
挙
で
〝
お
金

を
払
え
ば
自
由
に
解
雇
で

き
る
〞
よ
う
規
制
を
緩
和

す
る
、「
日
雇
派
遣
の
原

則
禁
止
見
直
し
」
な
ど
を

公
約
。

に
も
追
い
詰
め
て
大
量
退
職

に
追
い
込
む
や
り
口
を
、
大

手
衣
料
品
販
売
店
「
ユ
ニ
ク

ロ
」
を
例
に
告
発
し
た
（
欄

外
参
照
）
。
さ
ら
に
「
ブ
ラ

ッ
ク
企
業
根
絶
の
た
め
の
２

つ
の
緊
急
対
策(

①
離
職
率
の

調
査
と
公
表
、
②
採
用
時
の

離
職
率
の
明
示)

を
提
案
。

　
安
倍
晋
三
首
相
は
「
採
用

し
た
以
上
、
経
営
者
も
責
任

を
も
っ
て
育
て
て
い
く
姿
勢

が
求
め
ら
れ
る
」
と
答
弁
。

「
若
者
が
さ
ま
ざ
ま
な
情
報

を
取
得
し
て
、
参
考
に
し
な

が
ら
就
職
で
き
る
よ
う
研
究

し
た
い
」
と
検
討
を
約
束
し

た
。

い
う
も
の
。
解
雇
し
や
す
い

「
名
ば
か
り
正
社
員
」
を
つ
く

る
こ
と
に
な
る
。

　
第
二
は
、
正
社
員
に
は
い
く

ら
残
業
し
て
も
残
業
代
は
ゼ

ロ
、
と
い
う
「
サ
ー
ビ
ス
残
業

合
法
化
」
だ
。
第
一
次
安
倍
政

権
時
に
持
ち
出
し
て
国
民
の
大

反
発
を
招
き
廃
案
に
な
っ
た

「
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
・
エ
グ
ゼ
ン

プ
シ
ョ
ン
」
の
む
し
か
え
し
だ
。

ぶ
せ
れ
ば
、
倒
産
、
解
雇
、
生

活
苦
の
激
増
は
免
れ
な
い
。
さ

ら
に
、
社
会
保
障
の
大
削
減
が

ま
っ
て
い
る
。

　
ア
ベ
ノ
ミ
ク
ス
は
今
す
ぐ
止

め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

維
新
の
会

昨
年
の
選
挙
公
約
で
解
雇

規
制
の
緩
和
、
最
低
賃
金

を
市
場
任
せ
に
す
る
こ
と

を
主
張
。
こ
れ
で
は
解
雇

の
脅
し
の
も
と
で
際
限
な

い
賃
下
げ
に
な
る
。

① 「
名
ば
か
り
正
社
員
」
で

ク
ビ
切
り
自
由

② 

サ
ー
ビ
ス
残
業
が

「
合
法
化
」

「
リ
ス
ト
ラ
自
由
化
を
筆
頭
に
着
々
と
進
む

『
死
』
の
シ
ナ
リ
オ
」（
週
刊
Ｓ
Ｐ
Ａ　

５
月
14
日
号
）

「
限
定
正
社
員
『
解
雇
容
易
』　
労
働
条
件
引

き
下
げ
　
懸
念
の
声
」（「
毎
日
」
５
月
31
日
）

「
解
雇
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
が
若
年
層
の
可
能
性
も
」

（『
週
刊
プ
レ
イ
ボ
ー
イ
』
４
月
29
日
号
）

メ
デ
ィ
ア
も
警
告



た
つ
み
コ
ー
タ
ロ
ー(

　
　
　
　
　
　
）
の

く
ら
し
と
景
気
回
復
の
　
４
つ
の
改
革
プ
ラ
ン

共産党の主張はまったく当然
（佐藤隆三・ニューヨーク大学名誉教授）

　「志位さんは以前から内部留保を使って賃上
げをといってきました。いままでは民主党も自民
党もほかの党もあまり関心をもたなかったでは
ないですか。共産党の主張はまったく当然です」

サービス残業ゼロ
新規雇用

２２５２万人の給料が

労働条件改善

最低賃金時給１０００円

２８１万人増
２.４万円/月ＵＰ

そのために必要な
内部留保の取り崩し

１.６％
１.４％

ＧＤＰ増加効果

３.９６兆円ＵＰ
５.２５兆円ＵＰ

出典：労働運動総合研究所「最低賃金の引き上げは日本経済再生の第一歩」「2013 年春闘提言」

原発事故後も原発マネーが政党へ
日本原子力産業協会の加盟企業・電力会社の労組から

自民
民主

３億３１４２万円
２億４９５０万円

2011年の１年間。出典：政治資金収支報告書

１
，
賃
上
げ
と
安
定

雇
用
の
拡
大
を

　
デ
フ
レ
不
況
打
開
は
給

料
を
上
げ
て
こ
そ
ー
立
場

の
違
う
経
済
学
者
も
口
を

そ
ろ
え
ま
す
。
大
企
業
の

内
部
留
保
は
２
６
０
兆
円

に
達
し
ま
す
。
そ
の
１
％

で
そ
の
企
業
の
労
働
者
に

月
１
万
円
の
賃
上
げ
が
で

き
、
く
ら
し
も
経
済
も
よ

み
が
え
り
ま
す
。

２
，
財
源
は
、
消
費

税
に
頼
ら
な
い
「
別

の
道
」
で

　
ム
ダ
な
公
共
事
業
や
軍

事
費
、
原
発
関
連
予
算
や

政
党
助
成
金
な
ど
を
削
る

な
ら
、
社
会
保
障
を
立
て

直
す
財
源
は
出
て
き
ま

す
。
そ
し
て
増
税
す
る
な

ら
大
金
持
ち
に
。
こ
う
し

て
１
２
〜
１
５
兆
円
の
財

源
を
生
み
だ
せ
ま
す
。

３
，
高
齢
者
も
現
役

も
安
心
の
社
会
保
障

を　日
本
共
産
党
は
、
ま
ず

年
金
、
医
療
、
介
護
な
ど

壊
さ
れ
た
社
会
保
障
を
よ

み
が
え
ら
せ
、
次
の
段
階

で
は
「
最
低
保
障
年
金
の

実
現
」
や
「
窓
口
不
安
ゼ

ロ
の
医
療
制
度
」
な
ど
、

抜
本
的
に
引
き
上
げ
る
展

望
と
政
策
を
持
っ
て
い
ま

す
。

４
、Ｔ
Ｐ
Ｐ
ス
ト
ッ

プ
。
健
全
な
成
長
を

も
た
ら
す
産
業
政
策

を　非
正
規
の
労
働
者
が
４

０
％
以
上
も
占
め
る
大

阪
。
働
く
ル
ー
ル
を
確
立

し
、
労
働
者
の
「
使
い
捨

て
」｣

は
や
め
さ
せ
ま
す
。

中
小
企
業
に
賃
金
を
上
げ

る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
支

援
を
進
め
ま
す
。
農
業
、

医
療
、
雇
用
を
つ
ぶ
す
Ｔ

ｐ
ｐ
に
反
対
し
ま
す
。

民間給与

大企業の内部留保
（ためこみ）

２２３兆円

１４３兆円

２６８兆円

１９６兆円

１９９８年 ２０１１年財務省、国税庁資料より作成

１３年間で、給料が減りつづけ、
大企業はためこみを増やした

これが、日本経済再建の道だ

①
派
遣
の
「
自
由
化
」
に
唯
一
反
対
。

　
財
界
の
要
求
に
こ
た
え
、
９

９
年
、
共
産
党
以
外
の
す
べ
て

の
政
党
が
賛
成
し
、
そ
れ
ま
で

例
外
扱
い
だ
っ
た
派
遣
労
働
が

原
則
自
由
に
。
以
後
、
派
遣
労

働
者
が
激
増
し
、
い
わ
ゆ
る

「
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
」
と
呼
ば

れ
る
年
収
２
０
０
万
円
以
下
の

② 

サ
ー
ビ
ス
残
業
追
及
国
会
で
３
０
０
回
。

　
１
９
７
６
年
に
国
会
で

は
じ
め
て
「
サ
ー
ビ
ス
残

業
」と
い
う
言
葉
を
つ
か
っ

て
政
府
を
追
及
。
以
来
３

０
０
回
以
上
国
会
で
追
及
。

２
０
０
１
年
に
厚
生
労
働

③
原
発
マ
ネ
ー

う
け
と
ら
ず
、

原
発
の
建
設
に

一
貫
し
て
反
対
。

　
１
９
６
０
年
以
降
、
全
国
各
地

で
計
画
さ
れ
た
原
発
建
設
計
画
に

住
民
と
一
緒
に
反
対
運
動
。
２
５

か
所
の
立
地
を
断
念
さ
せ
る
。

「
即
時
原
発
ゼ
ロ
」
を
求
め
、
国

会
内
外
で
奮
闘
し
て
い
る
。

方
々
が
一
千
万
人
を
超
え
た
。

共
産
党
は
、
一
貫
し
て
派
遣
労

働
者
の
労
働
条
件
の
改
善
と
正

規
雇
用
の
拡
大
を
求
め
、
国
会

で
、
ト
ヨ
タ
、
ソ
ニ
ー
、
マ
ツ

ダ
な
ど
企
業
名
を
あ
げ
実
態
を

告
発
し
、
政
府
を
追
及
し
て
き

た
。省

に
「
通
達
」
を
出
さ
せ
、

そ
れ
が
威
力
を
発
揮
し
て
、

２
０
１
１
年
ま
で
に
１
９
３

２
億
円
の
不
払
い
残
業
代
を

払
わ
せ
た
。 （写真）電機・情報産業での非情なリ

ストラの実態を示し、やめさせよと首
相に迫る志位委員長＝ 2012 年 11 月
13日、衆議院予算委員会

賃上げと労働条件の改善こそが内需主導の景気回復のカギ
→

日本共産党の３大グッドジョブ
国
会
で
企
業
名
を
あ
げ
て
、
派
遣
労
働
者
を

モ
ノ
の
よ
う
に
扱
う
や
り
方
を
告
発
。

１
９
３
２
億
円
が
支
払
わ
れ
る

議員・候補者個人を含む

日本共産党大阪府委員会の見解を紹介しています
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日
本
共
産
党
・
府
く
ら
し

雇
用
対
策
委
員
長

政治を動かす　ブレない党

「蟹工船」の時代から、ブラック企業のない
国づくりのためにがんばってきた党だから

　
日
本
共
産
党
は
１
９
２

２
年
の
創
立
時
か
ら
、八
時

間
労
働
制
、失
業
保
険
、最

低
賃
金
制
度
、労
働
者
の
団

結
権
な
ど
の
実
現
を
か
か

げ
て
、が
ん
ば
って
き
た
政

党
だ
。警
察
の
拷
問
で
命
を

奪
わ
れ
た
日
本
共
産
党
員・

小
林
多
喜
二
た
ち
が
命
が

け
で
曲
げ
な
か
っ
た
主
張

が
、今
の
憲
法
、労
働
基
準

法
に
実
って
い
る
。

　
常
に
、若
者
と
働
く
人
の

立
場
に
た
って
が
ん
ば
る
日

本
共
産
党
に
大
き
く
な
っ

て
ほ
し
い
。


